2016年6月～宣伝スポットひな形＊アレンジしてお使いください　　　中央各界連
みなさんこんにちは、消費税廃止各界連絡会です。消費税の増税中止を求める国会請願署名へのご協力をお願いしています。消費税増税中止への願いをぜひ署名にお寄せ下さい。
●「結婚できる給料にしてほしい」「高い学費を下げてほしい」「安心して商売を続けたい」「希望者全員が入れる保育園を」―安倍政権の暴走の下で、多くの人が不安を感じています。熊本地震では、約3万の住宅が被害を受け、いまだに多くの人が、明日が見えない暮らしを送っています。
●安倍晋三首相は6月1日、2017年4月に予定している消費税率10%増税を2年半延期すると表明しました。消費税大増税路線の破たんを示すものです。そもそも、国民のくらしや地域の実態、反対の声に耳を貸さずに８％に大増税したこと時代が大失策です。戦後初めて2年連続、個人消費がマイナスになる事態となるほど８％増税で庶民は苦しめられ続けてきました。ところが安倍首相は、増税延期の理由を「世界経済が危機に陥るリスクに立ち向かうため」と自分の失政を「世界経済」に転嫁し、あくまでもアベノミクスにしがみつこうとしています。あまりに無責任です。
安倍首相の真のねらいは、増税中止世論の高まりと野党４党が「来年4月の増税反対」で一致した情勢の中、選挙を有利に戦おうというものに他なりません。経済政策を前面に議席をかすめ取って、選挙後に明文改憲への道を強硬に進める体制をつくろうという姑息な策動を見過ごすわけにはいきません。

●みなさん、「パナマ文書」のニュースをご覧になりましたか。課税がゼロかとても低い租税回避地を利用して財産を移すという行為です。富裕層や巨大企業が税を逃れ、各国の財政基盤を掘り崩し、逆進性の強い消費税などに依存していることに、世界的な怒りと批判が湧き起こっています。それでなくても安倍政権は、「世界一企業が活動しやすい国」などと言って、大企業減税を何度も繰り返してきました。税逃れしなければならないほど儲けている大企業や富裕層が適正に税を負担すれば、消費税増税など必要ありません。大企業は社会的責任を果たすべきです。
●消費税増税を延期することで、「社会保障財源がなくなる」などの当たらない批判が起こっていますが、もともと消費税増税と社会保障充実をハカリにかけること自体が大きな間違いです。憲法ではくらしや社会保障を最優先に、税金を使うと決まっているからです。消費税廃止各界連絡会は、今回の参議院選挙にあたり、「税金の集め方」「税金の使い方」を抜本的に転換しようと各党に強く求めています。
●まず、「税金の集め方」を変え、4兆円の減税など行き過ぎた大企業バラマキをやめ、富裕層に応分の負担を求めましょう。これは世界の多くの国の流れです。タックスヘイブンを利用した税のがれを許さなければ、消費税増税など必要なくなります。そして、大軍拡や政党助成金など無駄をやめるなど、「税金の使い方」も見直しましょう。いま必要な経済政策は、税による所得再分配の見直しや社会保障の充実です。そうすれば、冷え切った個人消費を温まり、国内の循環が良くなって活気も生まれます。
●そもそも消費税は、所得の低い人ほど負担の重い、不公平な最悪の税金です。10％増税は「延期ではなくキッパリ中止」させましょう。安心して暮らせる社会をつくるためには、安倍政権を退陣させるしかありません。安保法制（戦争法）を廃止しようと、各地で市民の声と運動が野党を動かし、32ある参院1人区すべてで野党共闘候補が成立しました。戦争法の廃止を求める署名は1300万人、８％増税後、国会に出された「消費税10％増税中止署名」は975万人を超えました。参議院選挙で安倍政権の存続を許せば、暮らしは決定的に壊され、その先には憲法改悪が待っています。庶民イジメの象徴・消費税大増税をストップし、働く人の賃金を上げ、国民のふところを温める政治に転換しましょう。
今回の参議院選挙は18歳選挙権が行使される初めての選挙でもあります。政治は変わるし、変えられます。決めるのは、私たち主権者です。くらしまもれ、地域経済まもれ。消費税増税も、戦争する国づくりも反対！と声を上げましょう。
